
１．森林所有者の責務の明確化

森林経営管理法案（仮称）の概要

○ 林業の成長産業化と森林資源の適切な管理の両立を図るためには、市町村を介して林業経営の意欲
の低い小規模零細な森林所有者の経営を意欲と能力のある林業経営者につなぐことで林業経営の集
積・集約化を図るとともに、経済的に成り立たない森林については、市町村が自ら経営管理を行う仕組み
を構築する必要がある。

○ このため、以下の措置を基本とする新たな経営管理の仕組みを講ずる。
① 森林所有者に適切な経営管理を促すため、経営管理の責務を明確化するとともに
② 森林所有者自らが経営管理を実行できない場合に、市町村が経営管理の委託を受け意欲と能力の
ある林業経営者に再委託する。

③ 再委託できない森林及び再委託に至るまでの間の森林においては、市町村が経営管理を行う。

法案の概要

趣 旨

２．森林の経営管理の仕組み

○ 森林所有者の全部又は一部が不明のものについて、一定の手続により市町村に経営管理権を
設定することを可能とする措置を講ずる。

３．所有者不明森林に係る措置

○ 市町村は、区域内の森林の経営管理が円滑に行われるよう必要な措置を講ずるよう努めるもの
とし、経営管理の状況や集積の必要性等を勘案しつつ、経営管理権集積計画を作成することによ
り、森林所有者の委託を受けて立木の伐採及び木材の販売、造林並びに保育等を行うための権
利（経営管理権（仮称））を、森林所有者から取得できるよう措置。

○ 都道府県知事が経営管理実施権（仮称）の設定を希望する者を募集し、応募した林業を営む者
（意欲と能力のある林業経営者）に対して、市町村が経営管理実施権配分計画により経営管理実
施権を設定できるよう措置。

○ 経営管理権を取得した森林のうち、自然的条件に照らして林業経営に適さないもの等について
市町村が自ら経営管理（市町村森林経営管理事業）できるよう措置。

○ 森林所有者は、その権原に属する森林について、適時に伐採、造林又は保育を実施することに
より、自然的経済的社会的条件に応じた適切な経営又は管理を持続的に行わなければならないこ
ととする。

※ 共有の森林所有者が不確
知の場合は市町村長による
公告を経て権利の設定が可
能。（３参照）

※ 意向調査における不同意
の場合や、森林所有者が不
明の場合（３参照）等は、都道
府県知事による裁定を経て
権利設定が可能。
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森林経営管理法案（仮称）の骨子（案）

平成30年２月

農 林 水 産 省

趣 旨
林業経営の効率化及び森林の管理の適正化の一体的な促進を図るため、市町村

が、森林所有者から経営管理を行うための権利を取得し、自ら経営管理を行い、

又は当該権利に基づき林業経営を行うための権利を民間事業者に設定する仕組み

を設け、及び共有者の一部を確知できない森林等について当該権利の設定を円滑

にする等の措置を講ずる。

法案の概要
１ 定義

① 「経営管理」とは、森林（地域森林計画の対象とするものに限る。９（災

害等防止措置命令）を除き、以下同じ。）について自然的経済的社会的諸条

件に応じた適切な経営又は管理を持続的に行うことをいう。

② 「経営管理権」とは、森林について森林所有者の委託を受けて立木の伐採

及び木材の販売、造林並びに保育（以下「伐採等」という。）（木材の販売に

よる収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から

伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を森林所有者

に支払うことを含む。）を実施するための権利をいう。

③ 「経営管理実施権」とは、森林について市町村の委託を受けて伐採等（販

売収益を収受するとともに、販売収益から伐採等に要する経費を控除してな

お利益がある場合にその一部を市町村及び森林所有者に支払うことを含む。）

を実施するための権利をいう。

２ 責務

① 森林所有者は、その権原に属する森林について、適時に伐採、造林及び保

育を実施することにより、経営管理を行わなければならない。

② 市町村は、その区域内に存する森林について、経営管理が円滑に行われる

よう必要な措置を講ずるように努める。

３ 市町村への経営管理権の集積

市町村は、その区域内の森林について、経営管理の状況等を勘案して、経営

管理権を集積することが必要かつ適当であると認める場合には、森林所有者の

経営管理の意向調査又は森林所有者の申出により、経営管理権集積計画を定め

るものとする。その際、森林所有者及び使用収益権者の全部の同意を要する。

市町村が、経営管理権集積計画を公告することにより、市町村に経営管理権

が設定される。

４ 経営管理権集積計画の作成手続の特例

① 以下の場合には、市町村による探索、公告、都道府県知事による裁定など

一定の手続を経ることにより、森林所有者から市町村に経営管理権を設定で
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きることとする。

イ 共有者の一部が不明な場合

ロ 確知されている所有者が経営管理権集積計画に不同意の場合

ハ 所有者が不明な場合

② 上記の手続により、経営管理権の設定を受けた森林所有者は、一定の場合

にこれを取り消すことができる。

③ 裁定により設定された経営管理権の存続期間は、50年を限度とする。

５ 市町村による森林の経営管理

市町村は、経営管理権を取得した森林等（経営管理実施権が設定されている

ものを除く。）について、経営管理を行う事業（以下「市町村森林経営管理事

業」という。）を実施する。

６ 民間事業者への経営管理実施権の配分

市町村は、経営管理権を有する森林について、民間事業者に経営管理実施権

の設定を行おうとする場合には、都道府県が民間事業者を公募し、公表した者

の中から、市町村が経営管理実施権を設定する民間事業者を選定し、経営管理

実施権配分計画を定める。

市町村が、経営管理実施権配分計画を公告することにより、民間事業者に経

営管理実施権が設定される。

７ 都道府県による市町村の事務の代替執行

都道府県は、市町村森林経営管理事業等に関する事務の実施体制の整備その

他の事情を勘案して、当該事務の全部又は一部を、市町村の名において行うこ

とができる。

８ 林業経営者に対する支援措置

⑴ 国有林野事業における配慮等

国は、国有林野事業に係る伐採等を他に委託して実施する場合には、林業

経営者に委託するよう配慮するものとする。

⑵ 独立行政法人農林漁業信用基金による助言等

独立行政法人農林漁業信用基金は、林業経営者に対する経営の改善発達に

係る助言等の支援を行うことができる。

⑶ 林業・木材産業改善資金の償還期間の特例

９ 災害等防止措置命令

市町村は、伐採又は保育が実施されておらず、かつ、周辺の環境を著しく悪

化させる事態等の発生を防止するために森林所有者に対し、必要な措置を講ず

べきことを命ずることができるほか、自らこれを行うことができる。

10 関係者の連携・協力

施行期日
平成31年４月１日

（ ※ 手続きの詳細は、別添の骨子の説明資料を参照 ）
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骨子の説明資料

森林経営管理法案（仮称）について

平成30年２月

農 林 水 産 省

趣 旨

林業経営の効率化及び森林の管理の適正化の一体的な促進を図るため、市町村

が、森林所有者から経営管理を行うための権利を取得し、自ら経営管理を行い、

又は当該権利に基づき林業経営を行うための権利を民間事業者に設定する仕組み

を設け、及び共有者の一部を確知できない森林等について当該権利の設定を円滑

にする等の措置を講ずる。

法案の内容

１ 定義

① 「森林」とは、森林法（昭和26年法律第249号）第２条第３項に規定する

民有林をいう。

② 「森林所有者」とは、権原に基づき森林の土地の上に木竹を所有し、及び

育成することができる者をいう。

③ 「経営管理」とは、森林（地域森林計画の対象とするものに限る。９（災

害等防止措置命令）を除き、以下同じ。）について自然的経済的社会的諸条

件に応じた適切な経営又は管理を持続的に行うことをいう。

④ 「経営管理権」とは、森林について森林所有者の委託を受けて立木の伐採

及び木材の販売、造林並びに保育（以下「伐採等」という。）（木材の販売に

よる収益（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から

伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合にその一部を森林所有者

に支払うことを含む。）を実施するための権利をいう。

⑤ 「経営管理実施権」とは、森林について市町村の委託を受けて伐採等（販

売収益を収受するとともに、販売収益から伐採等に要する経費を控除してな

お利益がある場合にその一部を市町村及び森林所有者に支払うことを含む。）

を実施するための権利をいう。

２ 責務

① 森林所有者は、その権原に属する森林について、適時に伐採、造林及び保

育を実施することにより、経営管理を行わなければならない。

② 市町村は、その区域内に存する森林について、経営管理が円滑に行われる

ようこの法律に基づく措置その他必要な措置を講ずるように努める。

３ 市町村への経営管理権の集積

① 市町村は、その区域内の森林について、経営管理の状況等を勘案して、経

営管理権を集積することが必要かつ適当であると認める場合には、以下の項
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目等を内容とする経営管理権集積計画を定めるものとする。

イ 市町村が経営管理権の設定を受ける森林の所在等、当該森林の森林所

有者の氏名又は名称及び住所

ロ 経営管理権の始期及び存続期間

ハ 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容

ニ 販売収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合にお

いて市町村から森林所有者に支払われるべき金銭の額の算定方法並びに

当該金額の支払時期

② 経営管理権集積計画は、経営管理権の設定を受ける森林ごとに、森林所有

者のほか、使用収益権を有する者の全部の同意が得られているものでなけれ

ばならない。

③ 市町村は、経営管理権集積計画を定める場合には、森林所有者（申出をし

た者を除く。）に対し、経営管理の意向に関する調査（以下「経営管理意向

調査」という。）を行うほか、森林所有者は、その権原に属する森林につい

て、市町村に対し、経営管理権集積計画を作成すべきことを申し出ることが

できる。

④ 市町村は、経営管理権集積計画を公告することにより、市町村に経営管理

権が、森林所有者に経営管理権集積計画に基づき支払われるべき金銭の支払

を受ける権利が、それぞれ設定される。

４ 経営管理権集積計画の作成手続の特例

⑴ 共有者不明森林に係る特例

① 市町村は、経営管理権集積計画を定める場合において、共有林の森林所

有者の一部が確知できず、かつ、確知できている者全員が経営管理権集積

計画に同意しているときは、当該森林所有者で確知できないもの（以下「不

明森林共有者」という。）の探索を行い、それでもなお確知できない場合

は、経営管理権集積計画等を公告し、６月以内に異議の申出がなかったと

きには、不明森林共有者が当該計画に同意をしたものとみなす。

② 同意したものとみなされた森林所有者は、６により民間事業者に経営管

理実施権が設定されている場合を除き、経営管理権集積計画のうち当該森

林所有者に係る部分の取消しを申し出ることができる。

③ 民間事業者に経営管理実施権が設定されている場合でも、

イ 民間事業者の承諾が得られている場合

ロ 予見し難い経済情勢の変化その他やむを得ない事情があり、民間事業

者に対する通常生ずべき損失の補償をするとき

は、経営管理権集積計画のうち当該森林所有者に係る部分の取消しを申し

出ることができる。
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⑵ 確知所有者不同意森林に係る特例

① 市町村は、経営管理権集積計画を定める場合において、森林所有者（数

人の共有に属する森林にあっては、その森林所有者のうち知れている者。

以下「確知森林所有者」という。）が経営管理権集積計画に同意しない場

合には、これに同意すべき旨を勧告することができる。

② 勧告を受けた確知森林所有者が２月以内に当該勧告を受諾しない場合に

は、市町村は、都道府県知事に対し、裁定を申請することができる。

③ 都道府県知事は、裁定の申請があった場合には、確知森林所有者に対し

て意見書の提出機会を与えた上で、必要かつ適当と認める場合には裁定を

し、市町村及び確知森林所有者に通知したときには、市町村は裁定に定め

られた内容の経営管理権集積計画を定め、公告するものとし、確知森林所

有者は当該計画に同意をしたものとみなす。

④ 裁定により設定される経営管理権の存続期間は、50年を限度とする。

⑤ 同意したものとみなされた意見書を提出した森林所有者は、６により民

間事業者に経営管理実施権が設定されている場合を除き、③の公告から５

年が経過した後であれば、経営管理権集積計画のうち当該森林所有者に係

る部分の取消しを申し出ることができる。

⑥ 民間事業者に経営管理実施権が設定されている場合でも、

イ 民間事業者の承諾が得られている場合

ロ 予見し難い経済情勢の変化その他やむを得ない事情があり、民間事業

者に対する通常生ずべき損失の補償をするとき

は、経営管理権集積計画のうち当該森林所有者に係る部分の取消しを申し

出ることができる。

⑶ 所有者不明森林に係る特例

① 市町村は、経営管理権集積計画を定める場合において、森林所有者（数

人の共有に属する森林にあっては、その森林所有者の全部。）を確知でき

ない場合には、確知できない森林所有者（以下「不明森林所有者」という。）

の探索を行い、それでもなお確知できない場合は、経営管理権集積計画等

を公告し、６月以内に不明森林所有者から異議の申出がなかったときには、

都道府県知事に対し、経営管理権設定の裁定を申請することができる。

② 都道府県知事は、必要かつ適当と認める場合には裁定をし、市町村に通

知したときには、市町村は裁定に定められた内容の経営管理権集積計画を

定め、公告するものとし、不明森林所有者は当該計画に同意したものとみ

なす。

③ 裁定により設定される経営管理権の存続期間は、50年を限度とする。

④ 同意したものとみなされた森林所有者は、⑵⑤⑥と同様に、経営管理権

集積計画のうち当該森林所有者に係る部分の取消しを申し出ることができる。
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５ 市町村による森林の経営管理

① 市町村は、経営管理権を取得した森林等（経営管理実施権が設定されてい

るものを除く。）について、経営管理を行う事業（以下「市町村森林経営管

理事業」という。）を実施する。

② 市町村森林経営管理事業を実施する市町村は、民間事業者の活用に配慮し

つつ、対象となる森林の状況を踏まえ、複層林への転換その他の方法により、

経営管理を行う。

６ 民間事業者への経営管理実施権の配分

① 市町村は、経営管理権を有する森林について、民間事業者に経営管理実施

権の設定を行おうとする場合には、以下の項目等を内容とする経営管理実施

権配分計画を定める。

イ 経営管理実施権の設定を受ける民間事業者の氏名又は名称及び住所

ロ 民間事業者が経営管理実施権の設定を受ける森林の所在等、森林所有

者の氏名又は名称及び住所

ハ 経営管理実施権の始期及び存続期間

ニ 経営管理実施権に基づいて行われる経営管理の内容

ホ 販売収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合にお

いて民間事業者から森林所有者に支払われるべき金銭の額の算定方法、

当該金銭の支払時期

② 経営管理実施権配分計画は、経営管理実施権の設定を受ける民間事業者の

同意が得られているものでなければならない。

③ 都道府県は、定期的に、一定の区域ごとに、経営管理実施権の設定を受け

ることを希望する民間事業者を公募し、応募した民間事業者のうち、効率的

かつ安定的な林業経営を行う能力を有すると認められるもの等に関する情報

を整理し、公表する。

④ 市町村は、経営管理実施権を設定する民間事業者を③により公表されてい

る者の中から選定する。

⑤ 市町村が、経営管理実施権配分計画を公告することにより、民間事業者に

経営管理実施権が、市町村及び森林所有者に経営管理実施権配分計画に基づ

き支払われるべき金銭の支払を受ける権利が、それぞれ設定される。

⑥ 経営管理実施権の設定を受けた民間事業者（以下「林業経営者」という。）

は、販売収益について伐採後の植栽及び保育に要すると見込まれる額を適切

に留保し、これらに要する経費に充てることにより、計画的かつ確実な伐採

後の植栽及び保育を実施しなければならない。

⑦ 経営管理実施権は、⑤の公告の後に経営管理実施権に係る森林の森林所有

者となった者に対しても、効力がある。
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７ 都道府県による市町村の事務の代替執行

都道府県は、経営管理権集積計画及び経営管理実施権配分計画の作成、経営

管理意向調査又は市町村森林経営管理事業に関する事務の実施体制の整備その

他の事情を勘案して、当該事務の全部又は一部を、市町村の名において行うこ

とができる。この場合、都道府県は、市町村の同意を得るものとする。

８ 林業経営者に対する支援措置

⑴ 国有林野事業における配慮等

国は、国有林野事業に係る伐採等を他に委託して実施する場合には、林業

経営者に委託するよう配慮するものとする。

⑵ 独立行政法人農林漁業信用基金による助言等

独立行政法人農林漁業信用基金は、林業経営者に対する経営の改善発達に

係る助言等の支援を行うことができる。

⑶ 林業・木材産業改善資金の償還期間の特例

林業・木材産業改善資金について、林業経営者が貸付けを受けるものの償

還期間（据置期間を含む。）は、「12年」を「15年」とする。

林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通等に関する暫定措置法

の特例を措置

９ 災害等防止措置命令

市町村は、伐採又は保育が実施されておらず、かつ、引き続き伐採又は保育

が実施されないことが確実であると見込まれる森林において周辺の環境を著し

く悪化させる事態等の発生を防止するために必要かつ適当であると認める場合

には、当該森林の森林所有者に対し、伐採又は保育の実施その他必要な措置を

講ずべきことを命ずることができる（ただし、当該森林について、経営管理権

が設定されている場合等は、この限りではない）。市町村は、森林所有者が上

記の措置を講じない場合には、自らこれを行うことができる。

10 関係者の連携・協力

国、地方公共団体、森林組合その他の関係者は、相互に連携を図りながら協

力するよう努めるものとする。

施行期日

平成31年４月１日
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